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改定前 改定後 改定事由 

２．（⾮課税⼝座開設届出書等の提出） 
(1)お客さまが⾮課税⼝座に係る⾮課税の特例の

適⽤を受けるためには、当⾏に対して法第37条
の14第５項第１号、第10項および第19項に規
定する「⾮課税⼝座開設届出書」に必要事項を
ご記⼊のうえ記名押印または署名し、これを投
資信託の取扱いをしている当⾏の⽀店または
出張所（⼀部を除きます。）に提出していただき
ます。その際、お客さまには住⺠票の写し、印
鑑証明書、運転免許証その他当⾏が必要と認め
る書類等をご提⽰いただき、⽒名、⽣年⽉⽇、
住所および個⼈番号等について確認をさせて
いただきます。 

２．（⾮課税⼝座開設届出書等の提出） 
(1)お客さまが⾮課税⼝座に係る⾮課税の特例の

適⽤を受けるためには、当⾏に対して法第37条
の14第５項第１号、第10項および第19項に規
定する「⾮課税⼝座開設届出書」（既に当⾏以外
の証券会社⼜は⾦融機関において⾮課税⼝座
を開設しており、新たに当⾏に⾮課税⼝座を開
設しようとする場合には、「⾮課税⼝座開設届
出書」に加えて「勘定廃⽌通知書」、「⾮課税⼝
座廃⽌通知書」若しくは勘定廃⽌通知書記載事
項若しくは⾮課税⼝座廃⽌通知書記載事項（以
下、「廃⽌通知書等記載事項」といいます。）の
記載がある書類で「勘定廃⽌通知書」及び「⾮
課税⼝座廃⽌通知書」に該当しないもの、廃⽌
通知書等記載事項の記載がされた「⾮課税⼝座
開設届出書」⼜は電磁的⽅法による廃⽌通知書
等記載事項、既に当⾏に⾮課税⼝座を開設して
いる場合で当該⾮課税⼝座に勘定を設定しよ
うとする場合には、「勘定廃⽌通知書」、「⾮課税
⼝座廃⽌通知書」若しくは廃⽌通知書等記載事
項の記載がある書類で「勘定廃⽌通知書」及び
「⾮課税⼝座廃⽌通知書」に該当しないもの⼜
は電磁的⽅法による廃⽌通知書等記載事項）を
投資信託の取扱いをしている当⾏の⽀店また
は出張所（⼀部を除きます。）に提出⼜は提供し
ていただきます。その際、当⾏に対して租税特
別措置法第37条の11の３第４項に規定する署
名⽤電⼦証明書等を送信し、⼜は租税特別措置
法施⾏規則第18条の15の3第20項において準
⽤する租税特別措置法施⾏規則第18条の12第
３項に基づき同項各号に掲げる者の区分に応
じ、お客さまには住⺠票の写し、印鑑証明書、
運転免許証その他当⾏が必要と認める書類等
をご提⽰いただき、⽒名、⽣年⽉⽇、住所およ
び個⼈番号等について確認をさせていただき
ます。 

電磁的⽅法の
追加 

投資信託取引規定集変更⼀覧 

１．⾮課税⼝座取引規定 



2 
 

ただし、「⾮課税⼝座廃⽌通知書」または「勘定
廃⽌通知書」については、⾮課税⼝座を再開設
しようとする年（以下「再開設年」といいます。）
または⾮課税管理勘定、累積投資勘定、特定累
積投資勘定もしくは特定⾮課税管理勘定を再
設定しようとする年（以下「再設定年」といい
ます。）の前年10⽉１⽇から再開設年または再
設定年の９⽉30⽇までの間に提出してくださ
い。また、「⾮課税⼝座廃⽌通知書」が提出され
る場合において、当該廃⽌通知書の交付の基因
となった⾮課税⼝座において、当該⾮課税⼝座
を廃⽌した⽇の属する年分の⾮課税管理勘定、
累積投資勘定、特定累積投資勘定もしくは特定
⾮課税管理勘定に上場株式等の受⼊れが⾏わ
れていた場合には、当該⾮課税⼝座を廃⽌した
⽇から同⽇の属する年の９⽉30⽇までの間は
当該廃⽌通知書を受理することができません。 

ただし、「勘定廃⽌通知書」、「⾮課税⼝座廃⽌通
知書」若しくは廃⽌通知書等記載事項の記載が
ある書類で「勘定廃⽌通知書」及び「⾮課税⼝
座廃⽌通知書」に該当しないもの、廃⽌通知書
等記載事項の記載がされた「⾮課税⼝座開設届
出書」⼜は電磁的⽅法による廃⽌通知書等記載
事項を提出⼜は提供する場合については、⾮課
税⼝座を再開設しようとする年（以下「再開設
年」といいます。）または⾮課税管理勘定、累積
投資勘定、特定累積投資勘定もしくは特定⾮課
税管理勘定を再設定しようとする年（以下「再
設定年」といいます。）の前年10⽉１⽇から再
開設年または再設定年の９⽉30⽇までの間に
提出⼜は提供してください。また、「⾮課税⼝座
廃⽌通知書」、⾮課税⼝座廃⽌通知書記載事項
の記載がある書類で「⾮課税⼝座廃⽌通知書」
に該当しないもの、⾮課税⼝座廃⽌通知書記載
事項の記載がされた「⾮課税⼝座開設届出書」
が提出される場合⼜は⾮課税⼝座廃⽌通知書
記載事項の電磁的⽅法による提供がされる場
合において、当該廃⽌通知書の交付⼜は当該⾮
課税⼝座廃⽌通知書記載事項の提供の基因と
なった⾮課税⼝座において、当該⾮課税⼝座を
廃⽌した⽇の属する年分の⾮課税管理勘定、累
積投資勘定、特定累積投資勘定もしくは特定⾮
課税管理勘定に上場株式等の受⼊れが⾏われ
ていた場合には、当該⾮課税⼝座を廃⽌した⽇
から同⽇の属する年の９⽉30⽇までの間は当
該廃⽌通知書⼜は⾮課税⼝座廃⽌通知書記載
事項を受理することができません。 

電磁的⽅法の
追加 

(2)⾮課税⼝座を開設したことがある場合には、
「⾮課税⼝座廃⽌通知書」または「勘定廃⽌通
知書」が添付されている場合を除き、当⾏およ
び他の証券会社もしくは⾦融機関に「⾮課税⼝
座開設届出書」の提出をすることはできませ
ん。 

(2)⾮課税⼝座を開設したことがある場合には、
「勘定廃⽌通知書」、「⾮課税⼝座廃⽌通知書」
若しくは廃⽌通知書等記載事項の記載がある
書類で「勘定廃⽌通知書」及び「⾮課税⼝座廃
⽌通知書」に該当しないものが添付されている
場合、廃⽌通知書等記載事項を記載して「⾮課
税⼝座開設届出書」を提出する場合⼜は「⾮課
税⼝座開設届出書」の提出と併せて⾏われる電
磁的⽅法による廃⽌通知書等記載事項の提供
をする場合を除き、当⾏および他の証券会社も
しくは⾦融機関に「⾮課税⼝座開設届出書」の
提出をすることはできません。 

電磁的⽅法の
追加 
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(7)当⾏が「⾮課税⼝座廃⽌届出書」の提出を受け
た場合で、その提出を受けた⽇において次の各
号に該当するとき、当⾏はお客さまに法第37条
の14第５項第10号に規定する「⾮課税⼝座廃
⽌通知書」を交付します。 

(7)当⾏が「⾮課税⼝座廃⽌届出書」の提出を受け
た場合で、その提出を受けた⽇において次の各
号に該当するとき、当⾏はお客さまに法第37条
の14第５項第10号に規定する「⾮課税⼝座廃
⽌通知書」を交付⼜は電磁的⽅法により⾮課税
⼝座廃⽌通知書記載事項を提供します。 

電磁的⽅法の
追加 

(9)当⾏は、当該変更届出書を受理したときに⾮
課税⼝座に設定年に係る⾮課税管理勘定、累積
投資勘定、特定累積投資勘定または特定⾮課税
管理勘定が既に設けられている場合には当該
⾮課税管理勘定、累積投資勘定、特定累積投資
勘定または特定⾮課税管理勘定を廃⽌し、お客
さまに法第37条の14第５項第９号に規定する
「勘定廃⽌通知書」を交付します。 

(9)当⾏は、当該変更届出書を受理したときに⾮
課税⼝座に設定年に係る⾮課税管理勘定、累積
投資勘定、特定累積投資勘定または特定⾮課税
管理勘定が既に設けられている場合には当該
⾮課税管理勘定、累積投資勘定、特定累積投資
勘定または特定⾮課税管理勘定を廃⽌し、お客
さまに法第37条の14第５項第９号に規定する
「勘定廃⽌通知書」を交付⼜は電磁的⽅法によ
り勘定廃⽌通知書記載事項を提供します。 

電磁的⽅法の
追加 

３の３．（特定累積投資勘定の設定） 
(2) 前項の特定累積投資勘定は、当該勘定設定期

間内の各年の１⽉１⽇（⾮課税⼝座開設届出書
が年の中途において提出された場合における
当該提出された⽇の属する年にあっては、その
提出の⽇）において設けられ、「⾮課税⼝座廃⽌
通知書」または「勘定廃⽌通知書」が提出され
た場合は、所轄税務署⻑から当⾏にお客さまの
⾮課税⼝座の開設⼜は⾮課税⼝座への特定累
積投資勘定の設定ができる旨等の提供があっ
た⽇（特定累積投資勘定を設定しようとする年
の１⽉１⽇前に提供があった場合には、同⽇）
において設けられます。 

３の３．（特定累積投資勘定の設定） 
(2) 前項の特定累積投資勘定は、当該勘定設定期

間内の各年の１⽉１⽇（⾮課税⼝座開設届出書
が年の中途において提出された場合における
当該提出された⽇の属する年にあっては、その
提出の⽇）において設けられ、「勘定廃⽌通知
書」、「⾮課税⼝座廃⽌通知書」若しくは廃⽌通
知書等記載事項の記載がある書類で「勘定廃⽌
通知書」及び「⾮課税⼝座廃⽌通知書」に該当
しないものが提出された場合、廃⽌通知書等記
載事項の記載がされた「⾮課税⼝座開設届出
書」が提出された場合⼜は電磁的⽅法による廃
⽌通知書等記載事項が提供された場合は、所轄
税務署⻑から当⾏にお客さまの⾮課税⼝座の
開設⼜は⾮課税⼝座への特定累積投資勘定の
設定ができる旨等の提供があった⽇（特定累積
投資勘定を設定しようとする年の１⽉１⽇前
に提供があった場合には、同⽇）において設け
られます。 

電磁的⽅法の
追加 
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５の４.（特定⾮課税管理勘定に受け⼊れる上場株
式等の範囲） 

(1)①特定⾮課税管理勘定が設けられた⽇から同
⽇の属する年の12⽉31⽇までの間に当⾏への
買付けの委託（当該買付けの委託の媒介、取次
ぎ⼜は代理を含みます。）により取得をした上
場株式等、当⾏から取得した上場株式等または
当⾏が⾏う上場株式等の募集（⾦融商品取引法
第２条第３項に規定する有価証券の募集に該
当するものに限ります。）により取得をした上
場株式等で、その取得後直ちに⾮課税⼝座に受
け⼊れられるもので、受け⼊れた上場株式等の
取得対価の額（購⼊した上場株式等については
その購⼊の代価をいい、払込みにより取得をし
た上場株式等についてはその払い込んだ⾦額
をいいます。）の合計額が240万円を超えないも
の（当該上場株式等を当該特定⾮課税管理勘定
に受け⼊れた場合において、次に掲げる場合に
該当することとなるときにおける当該上場株
式等を除く。） 

②租税特別措置法施⾏令第25条の13第31項にお
いて準⽤する同条第12項各号に規定する上場
株式等 

５の４.（特定⾮課税管理勘定に受け⼊れる上場株
式等の範囲） 

(1)①特定⾮課税管理勘定が設けられた⽇から同
⽇の属する年の12⽉31⽇までの間に当⾏への
買付けの委託（当該買付けの委託の媒介、取次
ぎ⼜は代理を含みます。）により取得をした上
場株式等、当⾏から取得した上場株式等または
当⾏が⾏う上場株式等の募集（⾦融商品取引法
第２条第３項に規定する有価証券の募集に該
当するものに限ります。）により取得をした上
場株式等⼜は租税特別措置法施⾏令第25条の
13第30項に規定する上場株式等で、その取得
後直ちに⾮課税⼝座に受け⼊れられるもので、
受け⼊れた上場株式等の取得対価の額（購⼊し
た上場株式等についてはその購⼊の代価をい
い、払込みにより取得をした上場株式等につい
てはその払い込んだ⾦額をいいます。）の合計
額が240万円を超えないもの（当該上場株式等
を当該特定⾮課税管理勘定に受け⼊れた場合
において、次に掲げる場合に該当することとな
るときにおける当該上場株式等を除く。） 

②租税特別措置法施⾏令第25条の13第32項にお
いて準⽤する同条第12項各号に規定する上場
株式等 

条番号の変更 

(2)特定⾮課税管理勘定には、次の各号に定める
上場株式等を受け⼊れることができません。 

(2)特定⾮課税管理勘定には、前項①に掲げる上
場株式等で次の各号に定めるものを受け⼊れ
ることができません。 
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10．（⾮課税上場株式等の払出しに関する通知） 
(4)法第37条の14第４項各号に掲げる事由によ

り、特定⾮課税管理勘定からの上場株式等の全
部⼜は⼀部の払出し（振替によるものを含むも
のとし、租税特別措置法施⾏令第25条の13第
31項において準⽤する租税特別措置法施⾏令
第25条の13第12項各号に規定する事由に係る
もの並びに特定⼝座への移管に係るものを除
きます。）があった場合（同項各号に規定する事
由により取得する上場株式等で特定⾮課税管
理勘定に受け⼊れなかったものであって、特定
⾮課税管理勘定に受け⼊れた後直ちに当該特
定⾮課税管理勘定が設けられた⾮課税⼝座か
ら他の保管⼝座への移管による払出しがあっ
たものとみなされるものを含みます。）には､当
⾏は、お客さま（相続⼜は遺贈（贈与をした者
の死亡により効⼒を⽣ずる贈与を含みます。）
による払出しがあった場合には、当該相続⼜は
遺贈により当該⼝座に係る⾮課税⼝座内上場
株式等であった上場株式等を取得した者）に対
し､当該払出しがあった上場株式等の法第37条
の14第４項に規定する払出し時の⾦額及び数､
その払出しに係る同項各号に掲げる事由及び
その事由が⽣じた⽇等を書⾯⼜は電⼦情報処
理組織を使⽤する⽅法その他の情報通信の技
術を利⽤する⽅法により通知いたします 

10．（⾮課税上場株式等の払出しに関する通知） 
(4)法第37条の14第４項各号に掲げる事由によ

り、特定⾮課税管理勘定からの上場株式等の全
部⼜は⼀部の払出し（振替によるものを含むも
のとし、租税特別措置法施⾏令第25条の13第
32項において準⽤する租税特別措置法施⾏令
第25条の13第12項各号に規定する事由に係る
もの並びに特定⼝座への移管に係るものを除
きます。）があった場合（同項各号に規定する事
由により取得する上場株式等で特定⾮課税管
理勘定に受け⼊れなかったものであって、特定
⾮課税管理勘定に受け⼊れた後直ちに当該特
定⾮課税管理勘定が設けられた⾮課税⼝座か
ら他の保管⼝座への移管による払出しがあっ
たものとみなされるものを含みます。）には､当
⾏は、お客さま（相続⼜は遺贈（贈与をした者
の死亡により効⼒を⽣ずる贈与を含みます。）
による払出しがあった場合には、当該相続⼜は
遺贈により当該⼝座に係る⾮課税⼝座内上場
株式等であった上場株式等を取得した者）に対
し､当該払出しがあった上場株式等の法第37条
の14第４項に規定する払出し時の⾦額及び数､
その払出しに係る同項各号に掲げる事由及び
その事由が⽣じた⽇等を書⾯⼜は電⼦情報処
理組織を使⽤する⽅法その他の情報通信の技
術を利⽤する⽅法により通知いたします。 

条番号の変更 
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15．（⾮課税⼝座の廃⽌） 
(2)租税特別措置法第37条の14第22項第1号に定

める「（⾮課税⼝座）継続適⽤届出書」を提出し
た⽇から起算して５年を経過する⽇の属する
年の12⽉31⽇までに租税特別措置法第37条の
14第24項に定める「（⾮課税⼝座）帰国届出書」
の提出をしなかった場合 
租税特別措置法第37条の14第26項の規定によ
り「⾮課税⼝座廃⽌届出書」の提出があったも
のとみなされた⽇（５年経過する⽇の属する年
の12⽉31⽇） 

(3)法第37条の14第22項第2号に定める「出国届
出書」の提出があった場合 
当該「⾮課税⼝座出国届出書」に記載する出国
⽇ 

(4)お客さまが出国により居住者または国内に恒
久的施設を有する⾮居住者に該当しないこと
となった場合（「（⾮課税⼝座）継続適⽤届出書」
を提出した場合を除く）  
法第37条の14第26項に規定する「⾮課税⼝座
廃⽌届出書」の提出があったものとみなされた
⽇（出国⽇） 

15．（⾮課税⼝座の廃⽌） 
(2)租税特別措置法第37条の14第23項第1号に定

める「（⾮課税⼝座）継続適⽤届出書」を提出し
た⽇から起算して５年を経過する⽇の属する
年の12⽉31⽇までに租税特別措置法第37条の
14第25項に定める「（⾮課税⼝座）帰国届出書」
の提出をしなかった場合 
租税特別措置法第37条の14第27項の規定によ
り「⾮課税⼝座廃⽌届出書」の提出があったも
のとみなされた⽇（５年経過する⽇の属する年
の12⽉31⽇） 

(3)法第37条の14第23項第2号に定める「出国届
出書」の提出があった場合 
当該「⾮課税⼝座出国届出書」に記載する出国
⽇ 

(4)お客さまが出国により居住者または国内に恒
久的施設を有する⾮居住者に該当しないこと
となった場合（「（⾮課税⼝座）継続適⽤届出書」
を提出した場合を除く） 
法第37条の14第27項に規定する「⾮課税⼝座
廃⽌届出書」の提出があったものとみなされた
⽇（出国⽇） 

租税特別措置
法改正による
条番号の変更 


